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また市町村の間でも,そ の財政力 ・財源調達能力に大 きな差が存在すること
である。一方で地方分権 ・地域主権の考えに従い,各地方政府の行政 ・財政
の自主 ・自立性を尊重 し,他方,各 地方政府の財政力の較差を考えると,両
者の間には明らかに大きな問題 ・矛盾が存在する。つまり,地方政府の行政 ・
財政の自主 ・自立性が保障され るためには,同行政 ・財政の執行を保障する
財源が求められるからである。 また,これまで繰 り返 し指摘されてきた地方
の 「3割自治」とい う問題 も,このことと無関係ではないであろう。




に,近年地方分権 ・地域主権の考え ・理念が展開,重 要性が確認 されてきた
とすると,政府間財政調整制度についてもまた,そ の重要性が確認されたこ
とが推測される。 しか し現実には,1つには国政府の財政困難があ り,他方
また地方の自立 ・自律性が強調あるいは要求 され,例 えば2004年頃から実
施 されたいわゆる 「三位一体の改革」では,地方交付税は大き く減額 された2)
状況にある。
さて,以 上のような地方政府間の財政力較差を前提すると,何 らかの財
源 ・財政調整の仕組み ・方法が求められるが,こ の財源 ・財政調整の仕組み ・
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方法を考える場合に問題になるのが,財 源 ・財政調整をどこまで行 うかとと
もに,調 整の基準 ・指標をどのように考えるかである。本稿の目的はこの後
者の問題について,行 財政の特徴を考慮 しながら,それがどのように捉 えら
れるべきかを整理することである。以下 これを次のように議論す る。 まず次



















すると,税収の総額で測ることがおか しいとして も,それ と同じように1人
あた りの額で測ることも適切ではないであろう。っまり,教育,道路,警 察,
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消防等の公共財 ・サービスは,多数の人が同時に同財 ・サービスを利用 ・享
受すると考えられ るから,その財源の較差あるいはさらに財源 ・財政調整を
考える場合も,同財源が投入される支出の非競合性が考慮されるべきと考え
られる。ただしこの場合 も,地方政府によって提供 ・供給 される公共財 ・サー
ビスは多様であり,上にあげた教育,道 路,警 察,消 防等のように純粋(地
方)公 共財に近 く,比較的非競合性が高いものがあるが,他 方,生 活保護 ・
生活扶助,保育,こ ども手当等競合性が高い,あ るいは,ほぼ完全に競合的
と考えられるもの も存在する。したがって厳密には,各 地方政府によって行
われる公共財・サー ビス提供の実際 と,各公共財 ・サービスの非競合性 を考
慮 して,財源較差あるいは財源 ・財政調整の問題が考えられなければならな
い と言える。 しか し,これを厳密に行うことはかなり煩雑になるので,本 節

















の指標 はΨ(・,..,・)で与 えられ る とする4)。
次に,上 記 の設定の下で,財 政調整 の財源Tが,各 地方政府 にT,,TZ,..,Tf,
Σ1.、T=T,T≧0,ノニ1,..J,のように配分 され,し たがって,各 地 方政府の
総収入 はr,+τ且,rZ+T2,..,tノ+乃となった とす る。 また,各 地 方政府 は最 も効
率的,つ ま り各地域の厚生 を最大化 す るよう,公 共支出つ まり公 共財供給 を
決定す る もの とする。 この ことを明確 にし,ま た,較 差の指標化 の問題 を容
易 にす るため,さ らに次 を仮 定す る。 まず,各 地 域 の住民の選好 ・効用関数
が 同 じで,μ 馬,}シ1,..助σ)で表 され るとす る。 ただ し,乃 は地域 ノの住 民の
私的財消 費,乃gは 地方政府 ノに よる公共財g,g=1,..,G,の供給 ・提供 量を
示す。す る と,地 方政 府 によ る効率化つ まり各地域 厚生 の最 大化 の仮定 は,
地 方政府 が次の ように公 共財供給 を決 めるこ とを意 味する,
Maxb、、_乃 。}〃(汚 ・♪ケ1・一 ・♪ケG)・ub・t・ Σ寒一1ρ,乃、一ら・乃 (1)
この解 は(r;とともに)乃 に依 存 す るが,そ の関 係 は一意 であ る と して同関
係 を乃1(ti+Ti),..助G(弓+T)とあ らわ し,ま た,そ の際実現 される効 用水準 を
菊(ti+Ti)であ らわす5)。同 じよ うに,財 源再配分が な され る前の税源 配分の
もとで実現 される効用水準,す なわち,




地域の人 口構成が与えられている状況で,公 共財 の非競合性を考慮 しなが
ら,同財源が最も効率的に使われる状況を想定 し,同財源 ・財源再配分でど
れだけ高い地域厚生あるいはその改善が実現されるかを測るのが適切 と考え
られる。ここで,上 記のように,すべての消費者 ・家計の選好が同 じで,ま
た,公 共財が純粋で競合性がまった くないとすると,財源の較差,財 源 ・財
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政 調整の効果は(1)あ るいは(2)の 問題 の解で ある代表的個人 ・家計の効用
殆(ち)あるいは 吟(サ7})で計 って よい と考 え られる。
この よ うに考 え る と,財 政調整 前 の較差 はΨ(ul(t且),..,uノ(1ノ))で7),同調
整 後の較差 はΨ(ul(t,+T,),,.,〃ノ('ノ+乃))であ らわ され る。 したが って,較 差







この解 を{T*,..,乃*}とし,財 源再 配分{τ1*,..,乃*}のも とで実現 され る
同再 配分後 の地域 ノ の代 表的個 人の効用 水準 を妖 射 乃*),同調整後 の較差






1)ま ず,前 小節 と同 じ想定に従いなが ら,他 方,前 小節 の ように財政 調整
の財源 がTの よ うにあ らか じめ与 え られ てい るのでな く,ま た,各 地 方政
府 の財源 と独立に与 え られ るので もな く,t且,t2,..,'ノの税収 か ら同財源 が調
達 され る としよう。ただ し,財 政 調整 に向け られるこの財源 には上限が あ る
と し,そ れをTで あ らわそ う。 す ると,各 地方政府への財源再配分 の大 きさ






この解 を{T**,..,乃**}とし,財 源再配分{T**i,..,T**J}のも とで実現 され
る,同 再配分後 の地域 ノの代表 的個人 の効用 水準 を 菊(玩ηつ,同 調整後 の
較差(指 標 の値)を Ψ(〃董(t,+T**),..,〃ノ('ノ+T**)J)であらわそ う。
2)さ らに,今 求め られ る較差 是正 の大 きさが与 え られてい る,あ るいは,
財 源再配分前 の較差水 準はΨ(u,('1),..,πノ('ノ))で与 えられてい るか ら,求 め
られ る較差 水準 Ψ*が与 え られ る と しよ う。 この 時,前 項 と同様,財 政 調整
の財源が各地 方政 府の税収r,,r2,..,りか ら調達 され ると想定す ると,そ の規
模 が最小の,同 較差是正 を実現す る財源再配分 は次 の ように求 め られ よう,
J
sub.toΨ(〃1(r,+τ且),..,〃」('ン+T且))=Ψ*,ら+1}≧0,ノ=1,..,J, (7)
この問題 にも内点解が存在す る と仮定 し,そ れを{T***,..,T***J}であ らわ
し,財 源再配分{T***,..T***J}のもとで実現 され る同再配分後 の地域 ノの






較差是正の程度は,各地域の人口規模等 も考慮 しなが ら,財源の投入 ・支出
によって実現される効用の差によって計 られるべき,あ るいは,計 ることが
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適切 と考えられよう。ただし,前節では選好 ・効用がすべての個人で同じと
仮定 し単純化して考えたが,選好 ・効用が異なる個人で構成 される地方政府
の比較をしなければならないとき,選好 ・効用の差をどのように考えるか,
さらに,よ り根本的には適切な基準が容易に見出せない効用を指標にするこ
との問題 も指摘されよう。 しかし,公共財消費 ・利用の非競合性を考慮 しよ
うとすると,効用関数のような概念によらなければならないことを考慮 し,











スには生活保護 ・生活扶助,保 育,こ ども手当等,非 競合性が低いあるいは
競合性が高いもの も存在するから,その点がさらに考慮されなければならな
いことを意味すると言える。 これは厳密には,前述のように,人 口構成,地
域的広が りの特性等,各 地方政府によって行われる公共財 ・サービス提供の
実際と,各公共財 ・サービスの非競合性の程度を考慮 して,財 源較差あるい
は財源 ・財政調整の問題が考えられなければならないことを意味する。こ






この た め に,各 公 共 財vgにつ いて それ を利 用 す る最 適 な人 口規 模ng,
g=1,..,G,が存 在 し,さ らに,そ れ に応 じて,各 地域で 各公共 財 ・サー ビ
スを提供 ・供給 す る最適 人 口規模nag,ノ=1,..,J,が決 まる と し,さ らにそ
れに対応 して 同地域 におけ る各公 共財の提供 単位 の数 触=1W触,ノニ1,・,J,
g=1,..,G,(Sigは簡単のた め整数 と仮定)が 定 まる としよう。 この とき,財
源再配分 がなされる前 の税 源配分の もとで,地 方政府が各地域の厚生最大化
を図った場合 の効用水準 は次 で求め られ る,
Max【小 ..,乃。}u(」ラ,)ク1,・・,)ケG)・ub・t・GEg=1P,堀,=r;(8)
こ の 解 を 琢g(t;),g=1,..,G,それ に よ っ て 達 成 さ れ る 効 用 水 準 をuj(ち)で あ ら
わ そ う。 ま た,こ れ と同 様 に,η,ノ=1,..,J,の財 源 再 配 分 が 行 わ れ た 後 に,
地 方 政 府 に よ る 地 域 厚 生 最 大 化 の 問 題 は,次 の よ う に あ ら わ さ れ る,
M・x切1,..,乃。}u(x」,yi1,・・,乃・) ub・t・Σ要一1ρ,yigsi、一弓+T」(9)
この解 は ちと と もに 男 に依 存 し,そ の 関係 が一 意で あ る と して それ を
.yj1(サ7}),..,ガG(ら+7})とあ わ し,ま た,そ の 際 実 現 され る効 用 水 準 を
塚(ウ+7})であ らわす。 この公共財 の混雑 あるいは準公共財 を考 えた場合 の財
源再配 分の効果 は,(9)式 で公共財が1種 類 とし,同 予算式 を次 の よ うに変
形 す ると容易に見 ることが で きる,
脚 ・-ti+Tiまたは ρ璃+乃)/巧1-(t;+乃)惚(1・)








さらに,上 記 と同様 に,財 政調整 の財 源 が'1,tZ,..,々の各地域 の税収 か
ら調達 され,か つ,財 政調整 に向 けられ る財源 には上 限Tが ある とし,各 地
方政府 への財源再配分 の大 きさを前節 と同様 τ1,TZ,..,乃であ らわす と,最
適 な財源再配分 は次の ように求 め られ よ う,
Max{T,,..,η「[Ψ(〃1('1+τ1),..,〃ノ(り+乃))一 Ψ(u'i('1),..,〃ノ(々))]
・ub・t・Σ1.1(一T)≦勾+T≧0,ノ ー1,..J, (12)
こ の 解 を{T,****,..,T***J*}とし,財 源 再 配 分{Tl*+**,..,乃****}のも とで
実 現 さ れ る 同 再 配 分 後 の 地 域 ノ の 代 表 的 個 人 の 効 用 水 準 を 疹(ろ+T****),同
調 整 後 の 較 差 指 標 の 値 を Ψ(u'i('1+T***i*),..,u'J(々+7}****))であ らわ すll)。
す る と,財 源 再 配 分 の 上 限Tが 与 え ら れ た と き の,財 政 ・財 源 調 整 に よ る
再 配 分 の 効 果 は Ψ(u'i('且+T****),..,u'(rノ+T****J)),また は 次 で あ らわ さ れ る,
一[Ψ(u'('
1+71***),..,〃ノ('」+7ン***))一Ψ(〃f('且),..,〃ノ('」))] (117
さらに,一定水準の較差指標を実現する財政調整 ・財源再配分 も前節 と同
様にして考えることができよう。
3.2.財政調整の簡易的指標
1)以上のように,地 方政府 ・財政の主たる機能が公共財 ・サービスの提供














その競合性の程度に応じ再配分総額を一定程度割引 して,そ の指標 とするこ
とであると考えられ よう。すなわち,複 数の混雑する公共財がある場合に,
財源再配分の指標 と考えられ る最 も直接的なものは次であろう,
GE
g=lp,[yig(弓+T***:J)つ露(9]≡ ず*** (13)
た だ し,T***1*,ノ=1,。.J,は問 題(12)の 解,塊(ウ+写***),ノ=1,..,J,g=1,..,(},
は 財 源 再 配 分{T****,..,T:*.*J}に対 応 す る 各 地 域 の 公 共 財 供 給 と す る。
2)し か し,(13)式 の 公 共 財 供 給/,yig(今+1}****)は(9)式と 同 様 効 用 を 最 大
化 す る 方 法 で 求 め られ た も の だ か ら,(ll')式 の 較 差 指 標 と 同 じ よ う に,効
用 関 数(と そ の 最 大 化)に 依 存 し た も の と言 え る 。 し た が っ て,そ れ ら が
得 られ な い 場 合 は,(13)式 の 塊(ら+7}****),g=1,..,G,を,現実 の 公 共 財 ・
サ ー ビ ス へ の 支 出 をegg,ノ=1,..,J,g=1,..,G,とし て,e」gで置 き換 え る こ と
で あ ろ う 。 こ の た め,{T,,..,乃}の財 源 再 配 分 を 想 定 し,上 記 の 想 定 の 下
で 触 〒ρ幽 矯gで あ り,(13)式 のt****Jを公 共 財 支 出 額 か ら 推 測 す る 方 法 が
鵯 畿 器/Sig)で あることに注意する・この時 現実の公共





この 時,財 政 ・財 源 調 整 に よ る再 配 分 の 効 果 は Ψ((r,+Ts***111,..,('ノ+T****)),

































7)較 差 を効 用 に 基 づ い て測 ろ う とす る点 で,Atkinson(1970)の較 差 指標 との 対
応 も考 え られ るか も しれ な い 。
8)Ψ(〃1('1+T,),..,μノ(rノ+7レ))≦Ψ(u,(r,),..,uノ('ノ))と想 定 して良 い か ら,負 号 は較
差 是 正 の 大 き さ を絶 対値 化 す るた め の もの で あ る。
9)ま た,こ の場 合 の 公 共 財 供 給 をyi8(t;+T*),9=1,・・,G,ノ=1,・・,Jであ ら わす 。
10)表記 は 前 節 と同 じだ が 男 が 負 の 地 域 が あ り,そ れ は 同 地 域 が 財 政 調 整 財 源 を
拠 出 ・提 供 す る こ とを 意 味 す る。
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